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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第136期中 第137期中 第138期中 第136期 第137期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 26,171 24,936 24,035 51,565 50,253

経常利益 (百万円) 546 758 695 1,198 1,492

中間(当期)純利益 (百万円) 197 338 390 506 687

純資産額 (百万円) 3,477 4,158 5,105 4,045 4,642

総資産額 (百万円) 25,386 24,605 26,812 24,780 25,249

１株当たり純資産額 (円) 87.84 105.04 128.98 102.18 117.29

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 4.98 8.56 9.88 12.78 17.37

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 13.7 16.9 19.0 16.3 18.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 770 272 △1,599 2,329 697

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △41 △236 43 123 △347

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △813 △44 1,100 △2,819 56

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,900 1,556 1,524 1,560 1,956

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
687

(264)

645

(273)

651

(207)

675

(254)

637

(266)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

３ 臨時従業員数については、従業員総数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

回次 第136期中 第137期中 第138期中 第136期 第137期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 20,486 18,704 19,877 40,100 37,449

経常利益 (百万円) 445 802 702 950 1,406

中間(当期)純利益 (百万円) 170 348 440 367 577

資本金 (百万円) 1,980 1,980 1,980 1,980 1,980

発行済株式総数 (株) 39,600,000 39,600,000 39,600,000 39,600,000 39,600,000

純資産額 (百万円) 3,450 4,111 4,974 3,995 4,497

総資産額 (百万円) 24,944 24,345 27,152 24,457 24,962

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 3.00 5.00

自己資本比率 (％) 13.8 16.9 18.3 16.3 18.0

従業員数 (名) 206 163 161 202 156



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

なお、繊維関連事業において、主に繊維製品の小売を行っておりました㈱ヴォイス・オブ・エスケー

を、平成17年６月７日に清算いたしました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

２「事業の内容」に記載のとおり、当中間連結会計期間において、㈱ヴォイス・オブ・エスケーを清算

いたしました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数については、従業員総数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

神栄労働組合は、昭和24年９月に結成され、現在一部の子会社の労働組合とともに全神栄労働組合を

結成し、ＵＩゼンセン同盟に加盟しています。平成17年９月末現在全神栄労働組合の組合員数は299名

であります。なお、労働組合との関係で特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

繊維関連事業
49
(4)

食品関連事業 53

住・物資関連事業
75
(10)

電子関連事業
423
(188)

全社(共通)
51
(5)

合計
651
(207)

従業員数(名) 161



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間中の世界経済につきましては、今や世界の生産工場として経済成長の目覚しい中国

経済は、引き続き輸出と建設投資が好調であり、米国経済も在庫調整があったものの個人消費と住宅投資

が伸びたことにより堅調に推移いたしました。一方、欧州経済は輸出が好転しているとは言え、主要国の

雇用情勢が今一つであるため景気は停滞という状況でありました。また、米国と中国との貿易摩擦に端を

発し、中国元の切り上げなど東南アジアの通貨を中心とする外国為替の動向に対し注目が集まった状況に

ありました。 

一方、わが国経済は、輸出の持ち直しやIT関連分野の在庫調整が終了したことから、昨年夏場以降続い

てきた踊り場的な局面はほぼ脱却したと見られています。この様な中、好調な企業収益に支えられ、増加

基調を強める設備投資や雇用・所得環境の改善に伴って住宅投資は堅調に推移し、減少傾向にあった個人

消費にも改善の兆しが見えました。 

このような経済環境を背景に、当社グループは、企業価値向上に向け、飛躍的な成長と拡大を実現する

べく2005年４月より新中期経営計画をスタートし、事業構造改革と人財革新を基軸に取り組みを進めてま

いりました。 

しかしながら、売上高は食品関連事業で増加しましたが、その他の事業で減少し、グループ全体では前

年同期比3.6％減の24,035百万円となりました。 

利益面におきましては、食品関連事業の売上拡大などにより売上総利益は増加したものの、販売費の増

加分がそれを上回り、営業利益では前年同期比6.1％減の768百万円、経常利益は前年同期比8.3％減の695

百万円となりました。また、特別損益では投資有価証券売却益261百万円（特別利益）および当社の役員

退職慰労金の打ち切り支給に伴なう特別損失138百万円などを計上いたしました。その結果、中間純利益

は前年同期比15.4％増の390百万円となりました。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

繊維関連事業 

  

アパレル業界におきましては、「クールビズ」効果による消費の伸びなど追い風が吹いたものの、一方

で、消費者の選択眼の高まりと嗜好の多様化・短期化がますます顕著となり、アパレル消費全体を本格的に

押し上げるまでには至りませんでした。 

この様な中、当社グループの繊維関連事業におきましては、お客さま満足度の向上を柱に、既存事業にお

いては、中国における生産基地・体制の拡充や物流改革を進める一方で、新商材の開発や新たな販路の開

拓、さらにはブランド品への挑戦などによる新規事業の構築などをはかってまいりました。しかし、これら

新規事業の立ち遅れに起因して、アパレル分野については売上高が微増にとどまるとともに、レッグウエア

やニット・レース分野は、いずれも、売上高、営業利益ともに減少いたしました。 

その結果、繊維関連事業の売上高は7,385百万円（前年同期比94.6％）、営業利益は176百万円（前年同期

比93.1％）となりました。 



食品関連事業 

  

食品業界におきましては、販売単価の下落傾向と仕入コスト上昇という状況のなか、消費者の「食の安

全・安心」に対する要請や、「手軽に、おいしく、料理する」というニーズがますます高くなってきてお

ります。この様な中、当社グループでは、中国の各拠点と一体となったローコストハイパフォーマンスを

創出するビジネスモデルをより高めるとともに、既存の商材・販路を核にその周辺分野への参入など、業

容の拡大に向けた取り組みが実を結びつつあります。 

冷食分野では、当社グループの重点分野の一つとして人材投入を進める中、商品力の面では、商品ライ

ンアップの拡充やお客さまとの信頼関係・協働をベースとした新商品の開発、あるいは、新たな販路の開

拓などが功を奏し、引き続き売上高は増加しました。しかし、仕入コストや販売費の増加により、営業利

益は減少いたしました。 

一方、水産分野におきましては、原材料価格の高騰があったものの、商品ラインアップの拡充や冷食分

野との販路共有に加え、中国を生産基地とする一貫した生産・在庫管理システムの確立が収益に大きく貢

献し、売上高、営業利益、ともに増加いたしました。また、農産分野におきましても、事業構造の転換が

急がれる中、従来から主力である落花生製品が好調で、売上高、営業利益、ともに増加いたしました。 

その結果、食品関連事業の売上高は9,453百万円（前年同期比122.7％）、営業利益は1,061百万円（前

年同期比104.6％）となりました。 

  

住・物資関連事業 

  

建設業界におきましては、新築住宅着工件数が２年連続で増加という状況にあるものの、厳しい財政に

よる公共工事の減少や原材料価格の上昇とともに、受注競争はますます激化するという環境が続いており

ます。この様な中、当社グループは、事業構造の転換を推し進めるとともに、キャッシュフローの改善を

重視した中、グループ資産のより有効な活用を主眼とした諸施策にも着手しております。 

特に、建築金物分野は営業力の強化に加え、関西地区での新築マンション着工件数の増加などに起因し

て収益が大きく改善、また一方では、輸入板ガラスにつきましても仕入拠点の拡充の効果などにより、売

上高、営業利益ともにわずかながら増加いたしました。 

一方、マイナス要因としては、事業の再構築過程にある木材関係の低迷、あるいは、家電製品とその部

品につきましても業容の縮小により、売上高、営業利益ともに減少いたしました。 

その結果、住・物資関連事業の売上高は3,654百万円（前年同期比84.1％）となり、営業利益は24百万

円（前年同期比64.9％）となりました。 

  

電子関連事業 

  

電子部品業界におきましては、全体として需要は拡大傾向にあるものの、当社グループが関連するIT、

デジタル家電分野における在庫調整などもあり、価格競争がますます厳しくなるという状況にありまし

た。 



この様な中、コンデンサ分野では、競争激化とお客さまからのコストダウン要請がますます強まる中、

日系家電メーカーの製品戦略・方針転換から、オーディオビジュアル関連（特に、ブラウン管テレビ向

け）の売上高が大きく減少しましたが、国内生産子会社からマレーシア生産子会社への製造移管によるコ

ストダウンに加えて、照明分野での販売が伸びるとともに、新規重点市場として取り組みを進めてきた付

加価値の高い分野の販売が実を結びつつあり、営業利益は増加いたしました。 

一方、センサ関連機器分野は、環境センサが好調に推移し売上高は増加しましたが、利益率では苦戦を

強いられ、結果、営業利益は減少いたしました。 

また、電子機器の製造受託分野は、新規顧客の開拓など精力的に進めてまいりましたが、主要な顧客の

加工の内製化により、売上高、営業利益、ともに大きく減少いたしました。 

その結果、電子関連事業の売上高は3,542百万円（前年同期比69.7％）、営業利益は113百万円（前年同

期比45.2％）となりました。 

  

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

日本 

  

当社グループの売上高の94％を占める日本市場におきましては、各事業分野において、価格力、商品

力、販売力（販路の拡大やプロモーション）を強化すべく、人財力の革新を起点に、ビジネスモデルや業

務プロセスの変革、事業構造改革を主眼とした戦略マップを構築し、取り組みを進めてまいりました。 

この様な中、食品関連事業におきましては、中国を生産基地とするローコストハイパフォーマンスのビ

ジネスモデルが、市場やお客さまのニーズに感度良く応え、市場における競争優位を確固たるものとしつ

つあり、安定・継続した収益を創出し拡大基調にあります。 

一方、繊維関連事業や住・物資関連事業におきましては、戦略の進捗の遅れから、景況の波に左右され

る収益構造からの脱却が進まず、また、構造不況を呈する市場・業界構造に対して、競争優位に資する事

業構造への転換やビジネスモデルの確立も遅れていることから、減収減益となりました。 

電子関連事業におきましては、価格競争の激化に加え、主要なお客さま（国内の家電メーカーや海外日

系メーカー）の生産戦略・方針転換など受注環境が目まぐるしく変化する中、収益力の維持・拡大を図る

ために、新規開発も含めこれら変化に対応する当社グループの適応力の強化を進めてまいりましたが、大

きな成果を生み出すまでには至らず、売上高、営業利益、ともに大きく減少いたしました。 

その結果、日本国内における売上高は22,570百万円（前年同期比97.1％）営業利益は1,311百万円（前

年同期比89.8％）となりました。 

  

東南アジア 

  

東南アジア市場における当社グループの主力は、電子関連事業におけるコンデンサ分野となりますが、

価格競争の激化に加え、長年にわたり東南アジアにおけるコンデンサ分野を支えてきたオーディオビジュ

アル分野（特にブラウン管テレビ）向け製品が、日系家電メーカーの製品戦略（ブラウン管テレビからの

撤退）や生産戦略（東南アジアから中国などへの生産拠点のシフト）の転換を受け、売上高のダウンが顕

著となりました。 

その結果、売上高は249百万円（前年同期比77.7％）、営業利益は12百万円（前年同期比3,988.2％）と

なりました。 



北米 

  

長年、北米市場は当社グループにとり、重要な収益基盤としての役割を果たしてまいりましたが、近

年、日本製品の競争力が低下する中、全体の取引量の減少傾向に歯止めがかからず、結果、収益は低迷し

てまいりました。従って、当社グループにおきましては、現在、北米市場における事業構造の抜本的な改

革を進めております。当該連結会計年度は、その過渡期にあり、収益面では、当社グループにおいて競争

力のあるセンサを中心とした電子関連事業の拡大を進める一方で、繊維関連事業など既存事業の収益力の

維持・拡大と一般管理費の節減などを通じた生産性向上の取り組みを進めてまいりましたが、期待通りの

成果を得るまでには、今一歩、時間が足りませんでした。 

その結果、売上高は706百万円（前年同期比100.0％）とほぼ横ばいとなりましたが、４百万円の営業損

失（前年同期は53百万円の営業損失）と、損失幅は改善傾向にあるものの、水面浮上を果たすまでには至

りませんでした。 

  

中国 

  

近年、成長著しい中国市場におきましては、現在、当社グループでは、上海や香港を中心に市場への戦

略を展開しております。上海における主力は繊維関連事業となっており、中国国内における原糸販売や日

本向けの直貿易を中心にその取り扱いは堅調に推移しました。一方、香港におきましては電子関連事業が

中心となっておりますが、価格が優先され品質による差別化が難しい市場環境の中、安定・継続的な販路

の拡大が遅れていることに加え、需要も低迷したことから減収減益となりました。 

その結果、売上高は508百万円（前年同期比77.1％）、営業利益は24百万円（前年同期比94.7％）とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間中の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益722百万円の

計上がありましたが、たな卸資産の増加1,454百万円、前期に係わる法人税等の支払い429百万円などによ

り、1,599百万円の減少（前年同期は272百万円の増加）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入318百万円、主に電子関連事業

における工場新設を中心とした設備投資等に係る有形固定資産の取得による支出310百万円などにより、

43百万円の増加（前年同期は236百万円の減少）となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入17,891百万円、短期借入金の返済

による支出16,451百万円などにより、1,100百万円の増加（前年同期は44百万円の減少）となりました。 

その結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は432百万円減少（前年同期は４百万円の

減少）して、1,524百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ コンデンサと測定機器について記載しております。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ コンデンサと測定機器について記載しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績は、総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ セグメント間の内部売上高は控除しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)
前中間連結会計 
期間比(％)

電子関連事業 1,171 106.5

合計 1,171 106.5

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前中間連結会計
期間比(％)

受注残高(百万円)
前中間連結会計 
期間比(％)

電子関連事業 1,144 94.6 288 112.5

合計 1,144 94.6 288 112.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)
前中間連結会計 
期間比(％)

繊維関連事業 7,385 94.6

食品関連事業 9,453 122.7

住・物資関連事業 3,654 84.1

電子関連事業 3,542 69.7

合計 24,035 96.4



３ 【対処すべき課題】 

当社グループの対処すべき基本課題は、「改革・革新」であります。事業構造、企業内システム、人財

など当社が築き上げてきたすべての経営資源につき、お客さまや市場、あるいは、株主の皆さまをはじめ

とするすべてのステークホルダーの皆さまに視点を置いた中、現状に満足することなく、社会要請や時流

を捉え、次世紀への進化に向け「改革・革新」へ果敢に挑戦していくことであります。具体的には、人財

の革新を起点に、事業構造・ビジネスモデルや業務プロセスの改革を通じた収益構造の改革を一層推し進

めるとともに、より健全な財務体質を実現し、企業価値の向上・拡大へ結び付けてまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間での研究開発活動としましては、電子関連事業における、フイルムコンデンサおよ

び関連ユニット等の研究・開発は神栄コンデンサ(株)で、センサおよび関連ユニット並びに機器類等の新

規開発は、当社電子機器部で行っております。また、衝撃・振動計測器の研究・開発を吉田精機(株)にて

行っております。 

なお、研究開発費の金額は31百万円であります。 

それぞれの研究内容は次のとおりであります。 

  

フイルムコンデンサおよび関連ユニット 

（１）インバータ照明、調理家電及びフラットパネルディスプレイ電源用途の高耐熱・小型・大電流フ

イルムコンデンサの開発 

（２）フイルムコンデンサと機能部品を複合したパワーエレクトロニクスモジュールの開発 

  

センサ関連 

（１）鏡面冷却式露点計の製品開発 

（２）温湿度変換器の製品開発 

（３）湿度センサの開発 

（４）粒子センサの開発 

（５）超低温校正装置の開発 

  

計測機器関連 

（１）高加速度衝撃試験装置の商品化 

（２）汎用型新輸送環境記録計の開発 

（３）用途別落下試験装置の商品化 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

  

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末に計画しておりました設備投資計画（新設・拡充）について、ＥＲＰによる情報シス

テム投資として773百万円が増加（総額887百万円）となりました。なお、該当する事業の種類別セグメン

トは全社であり、資金調達方法はリースによるものであります。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地）

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
（名）

建物 その他 合計

九州シンエイ電子㈱
福岡工場 
（福岡県築上郡
大平村）

電子関連事業
工場建物
及び構築物

325 44 370
32
(63)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社の発行する株式の総数は、１億２千万株とする。ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する

株式の数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 39,600,000 39,600,000
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部

―

計 39,600,000 39,600,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 39,600 ― 1,980 ― 495



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注)１.上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

ＵＦＪ信託銀行㈱  132千株 

    ２.ＵＦＪ信託銀行㈱は、平成17年10月１日付で三菱信託銀行㈱と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱となりました。

なお、三菱信託銀行㈱は平成17年９月30日現在当社株式を115千株（全て信託業務に係るもので、発行済株式総

数に対する所有株式数の割合0.29％）所有しています。 

    ３.㈱新成より平成17年７月７日付で大量保有報告書が、また、平成17年９月20日付および平成17年９月22日付で

変更報告書が、それぞれ、関東財務局に提出されていますが、当社としては、当中間会計期間末の実質所有株

式数の確認ができていない分につきましては上記の表には含めておりません。なお、平成17年９月22日付変更

報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  ４.㈱新成より平成17年10月７日付で変更報告書が関東財務局に提出されており、その内容は以下のとおりであり

ます。 

 
  ５.㈱ニッシンより平成17年10月11日付で大量保有報告書が四国財務局に提出されており、その内容は以下のとお

りであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２-10 2,714 6.85

ニッセイ同和損害保険㈱ 大阪市北区西天満四丁目15－10 2,420 6.11

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１－２ 1,965 4.96

㈱東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 1,965 4.96

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13－２ 1,650 4.17

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町二丁目１－１ 1,549 3.91

㈱新成 東京都練馬区関町北二丁目27－11 1,512 3.82

ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４－３ 1,032 2.61

㈱さくらケーシーエス 神戸市中央区播磨町21－１ 1,010 2.55

㈱京都銀行
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町
700番地

972 2.46

計 ― 16,790 42.40

氏名又は名称
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

(％)

㈱新成 7,382 18.64

氏名又は名称
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

(％)

㈱新成 306 0.77

氏名又は名称
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

(％)

㈱ニッシン 7,275 18.37



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株(議決権の数９個)

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式900株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 17,000

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 39,420,000 39,420 ―

単元未満株式  
普通株式 163,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 39,600,000 ― ―

総株主の議決権 ― 39,420 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
神栄株式会社

神戸市中央区京町77－１ 17,000 ― 17,000 0.0

計 ― 17,000 ― 17,000 0.0

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 437 420 393 384 410 432

最低(円) 372 359 362 365 361 400



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府

令第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,556 1,524 1,956

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

8,188 7,336 7,137

 ３ 有価証券 19 19 19

 ４ たな卸資産 5,320 8,041 6,625

 ５ 繰延税金資産 259 245 257

 ６ その他の 
   流動資産

1,119 1,074 948

 ７ 貸倒引当金 △48 △51 △56

   流動資産合計 16,415 66.7 18,191 67.8 16,889 66.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※1,2 2,873 3,066 2,802

  (2) その他の 
    有形固定資産

※1,2 1,427 1,371 1,529

   有形固定資産計 4,301 17.5 4,437 16.5 4,331 17.2

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 34 5 19

  (2) 電信電話 
    加入権他

42 35 39

   無形固定資産計 76 0.3 40 0.2 59 0.2

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 2,998 3,603 3,261

  (2) 長期貸付金 146 128 138

  (3) 繰延税金資産 375 191 316

  (4) その他の投資 1,067 898 922

  (5) 貸倒引当金 △782 △679 △669

   投資その他の 
   資産計

3,806 15.5 4,143 15.5 3,968 15.7

   固定資産合計 8,184 33.3 8,621 32.2 8,359 33.1

Ⅲ 繰延資産 6 0.0 ― ― ― ―

   資産合計 24,605 100.0 26,812 100.0 25,249 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※２ 4,973 4,608 4,925

 ２ 短期借入金 ※２ 7,036 8,201 7,339

 ３ 一年以内に 
   償還予定の社債

140 140 140

 ４ 未払法人税等 386 341 429

 ５ 繰延税金負債 6 6 6

 ６ 賞与引当金 419 355 394

 ７ その他の 
   流動負債

1,759 1,865 1,729

   流動負債合計 14,722 59.8 15,519 57.9 14,964 59.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 850 710 780

 ２ 長期借入金 ※２ 3,484 3,861 3,353

 ３ 未払役員退職 
   慰労金

― 138 ―

 ４ 繰延税金負債 43 41 41

 ５ 退職給付引当金 1,258 1,309 1,375

 ６ 役員退職慰労 
   引当金

― 62 ―

 ７ その他の 
   固定負債

88 65 91

   固定負債合計 5,724 23.3 6,188 23.1 5,642 22.3

   負債合計 20,447 83.1 21,707 81.0 20,606 81.6

(少数株主持分)

    少数株主持分 ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,980 8.0 1,980 7.4 1,980 7.8

Ⅱ 資本剰余金 1,049 4.3 1,049 3.9 1,049 4.2

Ⅲ 利益剰余金 864 3.5 1,406 5.2 1,213 4.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

446 1.8 840 3.1 605 2.4

Ⅴ 為替換算調整勘定 △180 △0.7 △167 △0.6 △202 △0.8

Ⅵ 自己株式 △1 △0.0 △3 △0.0 △2 △0.0

   資本合計 4,158 16.9 5,105 19.0 4,642 18.4

   負債、 
   少数株主持分 
   及び資本合計

24,605 100.0 26,812 100.0 25,249 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,936 100.0 24,035 100.0 50,253 100.0

Ⅱ 売上原価 20,058 80.4 19,081 79.4 40,314 80.2

   売上総利益 4,877 19.6 4,954 20.6 9,939 19.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 販売費 ※１ 1,459 1,680 3,168

 ２ 一般管理費 ※２ 2,599 4,059 16.3 2,504 4,185 17.4 5,106 8,274 16.5

   営業利益 818 3.3 768 3.2 1,664 3.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2 3 5

 ２ 受取配当金 27 29 30

 ３ 為替差益 32 22 51

 ４ 消費税等差額 ― 14 ―

 ５ 債務消却益 39 ― 37

 ６ その他の収益 15 117 0.4 38 109 0.5 45 170 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 120 117 223

 ２ 手形売却損 17 20 37

 ３ その他の費用 38 176 0.7 44 183 0.8 81 342 0.6

   経常利益 758 3.0 695 2.9 1,492 3.0

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券 
   売却益

121 121 0.5 261 261 1.1 121 121 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 28 3 28

 ２ 固定資産廃棄損 2 21 16

 ３ 減損損失 ※４ ― 9 ―

 ４ 役員退職慰労金 ― 138 ―

 ５ 過年度役員退職 
   慰労引当金 
   繰入額

― 39 ―

 ６ 退職給付会計 
   基準変更時差異 
   償却額

142 ― 284

 ７ 投資有価証券 
   評価損

※３ ― ― 6

 ８ その他の 
   特別損失

2 175 0.7 22 235 1.0 19 356 0.7

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

705 2.8 722 3.0 1,258 2.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

411 359 664

   法人税等調整額 △44 366 1.4 △27 331 1.4 △94 570 1.1

   中間(当期) 
   純利益

338 1.4 390 1.6 687 1.4



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,049 1,049 1,049

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

1,049 1,049 1,049

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 644 1,213 644

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 338 338 390 390 687 687

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 118 118 197 197 118 118

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

864 1,406 1,213



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

705 722 1,258

   減価償却費 168 168 344

   連結調整勘定償却額 14 14 28

   投資有価証券売却損益・ 
   評価損益

△121 △261 △115

   貸倒引当金の増加額 
   又は減少額(△)

△45 4 △150

   退職給付引当金の増加額 
   又は減少額(△)

69 △65 187

   受取利息及び受取配当金 △29 △33 △35

   支払利息 120 117 223

   売上債権の減少額又は 
   増加額(△)

341 △166 1,373

   たな卸資産の増加額(△) △56 △1,454 △1,383

   仕入債務の減少額(△) △345 △341 △379

    未払役員退職慰労金の増加 ― 138 ―

   その他 41 75 258

    小計 861 △1,082 1,608

   利息及び配当金の受取額 29 33 35

   利息の支払額 △122 △120 △223

   法人税等の支払額 △496 △429 △723

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

272 △1,599 697

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有価証券の取得による支出 ― ― △19

   有価証券の売却による収入 ― ― 20

   有形固定資産の 
   取得による支出

△325 △310 △538

   有形固定資産の 
   売却による収入

2 3 6

   投資有価証券の 
   取得による支出

△0 △0 △0

   投資有価証券の 
   売却による収入

59 318 166

   貸付けによる支出 △14 △2 △25

   貸付金の回収による収入 29 11 48

   その他 11 22 △4

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△236 43 △347



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 8,770 17,891 22,790

   短期借入金の返済による 
   支出

△7,822 △16,451 △21,659

   長期借入れによる収入 1,300 1,600 2,200

   長期借入金の返済による 
   支出

△1,903 △1,670 △2,813

   社債の償還による支出 △270 △70 △340

   自己株式の取得による支出 △0 △1 △1

   配当金の支払額 △118 △197 △118

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△44 1,100 56

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

4 22 △10

Ⅴ 現金及び現金同等物の  
  増加額又は減少額(△)

△4 △432 395

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,560 1,956 1,560

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

1,556 1,524 1,956



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社

Shinyei Corp. of America、

神栄(上海)貿易有限公司、㈱ヴ

ォイス・オブ・エスケー、神栄

マテリアル㈱、㈱新協和、藤倉

商事㈱、神栄ビジネスエンジニ

アリングサービス㈱、九州シン

エイ電子㈱、エスケー電子㈱、

吉田精機㈱、エスケーシー㈱、

神栄コンデンサ㈱、Shinyei 

Singapore Pte. Ltd.、Shinyei 

Kaisha Electronics(M)SDN. 

BHD.

以上 14社

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社

Shinyei Corp. of America、

神栄(上海)貿易有限公司、㈱ヴ

ォイス・オブ・エスケー、神栄

マテリアル㈱、㈱新協和、藤倉

商事㈱、神栄ビジネスエンジニ

アリングサービス㈱、九州シン

エイ電子㈱、エスケー電子㈱、

吉田精機㈱、神栄コンデンサ

㈱、Shinyei Singapore Pte. 

Ltd.、Shinyei Kaisha 

Electronics(M)SDN. BHD.

以上 13社

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社

Shinyei Corp. of America、

神栄(上海)貿易有限公司、㈱ヴ

ォイス・オブ・エスケー、神栄

マテリアル㈱、㈱新協和、藤倉

商事㈱、神栄ビジネスエンジニ

アリングサービス㈱、九州シン

エイ電子㈱、エスケー電子㈱、

吉田精機㈱、エスケーシー㈱、

神栄コンデンサ㈱、Shinyei 

Singapore Pte. Ltd.、Shinyei 

Kaisha Electronics(M)SDN. 

BHD.

以上14社

 当中間連結会計期間にエスケ

ーシー㈱は神栄コンデンサ㈱に

吸収合併されました。

 当中間連結会計期間に㈱ヴォ

イス・オブ・エスケーを清算い

たしました。

 当連結会計年度にエスケーシ

ー㈱は神栄コンデンサ㈱に吸収

合併されました。

 (2) 非連結子会社 １社  (2) 非連結子会社 １社  (2) 非連結子会社 １社

 (3) 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

   非連結子会社は、休眠会社で

あり重要性が乏しいため、連結

の範囲から除外いたしました。

 (3) 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

同左

 (3) 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

同左

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用会社 なし

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用会社 なし

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用会社 なし

 (2) 持分法を適用しない会社

   非連結子会社 １社

   関連会社 なし

 (2) 持分法を適用しない会社

   非連結子会社 １社

   関連会社 なし

 (2) 持分法を適用しない会社

   非連結子会社 １社

   関連会社 なし

 (3) 持分法を適用しない理由

 非連結子会社は休眠会社であ

り、重要性が乏しいため、持分

法を適用せず原価法により評価

しています。

 (3) 持分法を適用しない理由

同左

 (3) 持分法を適用しない理由

同左

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社のうち、海外の子会

社４社については中間決算日が６

月30日であります。この中間決算

日と中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上必

要な調整を行っています。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

  連結子会社のうち、海外の子会

社４社については決算日が12月31

日であります。この決算日と連結

決算日との間に生じた重要な取引

については連結上必要な調整を行

っています。



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券の評価基準及び評

価方法

   ａ 満期保有目的の債券

     ：償却原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

  ① 有価証券の評価基準及び評

価方法

   ａ 満期保有目的の債券

     ：同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券の評価基準及び評

価方法

   ａ 満期保有目的の債券

     ：同左

   ｂ その他有価証券

     時価のあるもの

     ：中間期末前１ヵ月の市

場価格の平均に基づく時

価法(評価差額は、全部

資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平

均法により算定しており

ます。)

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

     ：同左

   ｂ その他有価証券

     時価のあるもの

     ：期末前１ヵ月の市場価

格の平均に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。)

     時価のないもの

     ：移動平均法による原価

法

     時価のないもの 

     ：同左

     時価のないもの 

     ：同左

  ② たな卸資産の評価基準及び

評価方法

    評価基準：原価法

    評価方法

     ：個別法又は移動平均法

  ② たな卸資産の評価基準及び

評価方法

同左

  ② たな卸資産の評価基準及び

評価方法

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    当社本社ビル建物(建物附

属設備を含む)については定

額法を、当社のその他の有形

固定資産および国内の連結子

会社は定率法を、海外子会社

については、それぞれの国に

おける会計原則に規定する償

却方法を採用しています。

    ただし、当社及び国内の連

結子会社において、平成10年

４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法によっておりま

す。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

  ② 無形固定資産(ソフトウェ

ア)

    ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における見

込利用可能期間による定額法

によっております。

  ② 無形固定資産(ソフトウェ

ア)

同左

  ② 無形固定資産(ソフトウェ

ア)

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

   ａ 一般債権

     貸倒実績率法によってお

ります。

   ｂ 貸倒懸念債権及び破産更

生債権

     個別に回収の可能性を検

討し、回収不能見込額を計

上しております。



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  ② 賞与引当金

    従業員の賞与の支払に備え

るため、将来の支給見込額の

うち当中間連結会計期間の負

担額を計上しております。

  ② 賞与引当金

同左

  ② 賞与引当金

    従業員の賞与の支払に備え

るため、将来の支給見込額の

うち当連結会計年度の負担額

を計上しております。

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

    なお、会計基準変更時差異

(1,423百万円)については、

５年による按分額を費用処理

しております。

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。

    なお、会計基準変更時差異

(1,423百万円)については、

５年による按分額を費用処理

しております。

―

 

 

 

 

 

―

      

  ④ 役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社につきまし

ては役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づく

当中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。  

（会計方針の変更） 

 国内連結子会社の役員退職

慰労金につきましては、従

来、一部の連結子会社４社を

除き、支出時の費用としてお

りましたが、当中間連結会計

期間より、「役員退職慰労金

内規」に基づく当中間連結会

計期間末要支給額を役員退職

慰労引当金として計上する方

法に統一するため、上記以外

の連結子会社４社についても

同上の変更を行ないました。

なお、従来から同引当金を計

上しておりました連結子会社

４社分27百万円を前中間連結

会計期間末においては「その

他の固定負債」に計上してお

ります。    

 この変更は、当中間連結会

計期間に国内連結子会社に係

わる「役員退職慰労金内規」

の整備改定を行なったこと、

長期在任役員の退任による支

出年度における費用負担の増

加傾向、近年の役員退職慰労

金の引当金計上が会計慣行と

して定着しつつあることなど

を踏まえ、将来の支出時にお

ける一時的負担の増大を避

け、期間損益の適正化及び財

―

 

 

 

 

 

―

      



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

―

 

 

 

 

 

      

     務内容の健全化を図るため、

役員退職慰労金を役員の在任

期間に亘って合理的に費用配

分したことによります。  

  この変更により、当中間連

結会計期間より役員退職慰労

引当金を計上することとした

連結子会社４社にかかわる当

中間連結会計期間発生額４百

万円は販売費及び一般管理費

に、過年度分相当額39百万円

は特別損失に計上しておりま

す。 

 この結果、従来と同一の方

法を採用した場合と比べ、営

業利益及び経常利益はそれぞ

れ２百万円増加し、税金等調

整前中間純利益は37百万円減

少しております。  

―

 

 

 

 

 

      

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っています。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理によってお

ります。また、為替予約等が

付されている外貨建金銭債権

債務等については、振当処理

を行っております。また、特

例処理の要件を満たしている

金利スワップについては、特

例処理を行っております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用しましたヘッジ

手段とヘッジ対象は以下のと

おりであります。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    当連結会計年度にヘッジ会

計を適用しましたヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおり

であります。

   ａ ヘッジ手段

      為替予約

     ヘッジ対象

      商品の輸出・輸入によ

る外貨建売上債権・外貨

建買入債務及び外貨建予

定取引

   ａ ヘッジ手段

      為替予約

     ヘッジ対象

      商品の輸出・輸入によ

る外貨建売上債権・外貨

建買入債務及び外貨建予

定取引

   ｂ ヘッジ手段

      金利スワップ

     ヘッジ対象

      借入金

   ｂ ヘッジ手段

      金利スワップ

     ヘッジ対象

      借入金



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  ③ ヘッジ方針

    将来の為替及び金利の市場

変動リスクをヘッジする方針

であり、投機的な取引及び短

期的な売買利益を得る目的で

のデリバティブ取引は行って

おりません。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    ヘッジ対象とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を直接結び付けて判

定しております。ただし、特

例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評

価を省略しております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

  ⑤ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの

    ヘッジ取引の執行・管理に

ついては取引権限等を定めた

社内規定に基づき、常務会の

承認を得て行っております。

  ⑤ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの

同左

  ⑤ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの

同左

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    税抜方式を採用していま

す。

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

    消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっています。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

―

           

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は９

百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。

―

           

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他の

費用」に含めて表示しておりました、「手形売却損」

（前中間連結会計期間15百万円）については、営業外費

用の総額の100分の10を超えることとなったため、当中

間連結会計期間より区分掲記しております。

            ―



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,325百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,306百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,412百万円

※２ 担保に供している資産と、簿

価及び対応債務は下記のとおり

であります。

※２ 担保に供している資産と、簿

価及び対応債務は下記のとおり

であります。

※２ 担保に供している資産と、簿

価及び対応債務は下記のとおり

であります。

 

   担保に供している資産

担保提供 
資産科目

金額 
(百万円)

建物 2,222

その他の 
有形固定資産

254

投資有価証券 114

合計 2,591

(上記のうち財団抵当254百万円)
 

   担保に供している資産

担保提供
資産科目

金額
(百万円)

建物 2,133

その他の 
有形固定資産

247

投資有価証券 144

合計 2,525

(上記のうち財団抵当233百万円)
 

   担保に供している資産

担保提供
資産科目

金額 
(百万円)

建物 2,173

その他の
有形固定資産

252

投資有価証券 114

合計 2,540

(上記のうち財団抵当244百万円)

 

   対応債務

科目
金額 
(百万円)

支払手形及び買掛金 343

短期借入金 1,576

長期借入金 
(１年以内返済 
予定額を含む)

3,277

(上記のうち財団抵当4,240百万円)
 

   対応債務

科目
金額
(百万円)

支払手形及び買掛金 390

短期借入金 2,336

長期借入金 
(１年以内返済 
予定額を含む)

3,214

(上記のうち財団抵当4,980百万円)
 

   対応債務

科目
金額 
(百万円)

支払手形及び買掛金 357

短期借入金 1,733

長期借入金
(１年以内返済 
予定額を含む)

3,208

(上記のうち財団抵当4,350百万円)

 
３ 受取手形割引高 1,548百万円

  上記のほか、弁済遡及義務のな

い譲渡手形が1,822百万円あり

ます。

 
３ 受取手形割引高 2,297百万円

  上記のほか、弁済遡及義務のな

い譲渡手形が1,672百万円あり

ます。

 
３ 受取手形割引高 2,096百万円

  上記のほか、弁済遡及義務のな

い譲渡手形が2,100百万円あり

ます。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費のうち主なものは次の

とおりであります。

保管料・荷役料 719百万円

荷造費・運賃 421百万円

貸倒引当金繰入額 4百万円

※１ 販売費のうち主なものは次の

とおりであります。

保管料・荷役料 823百万円

荷造費・運賃 505百万円

貸倒引当金繰入額 14百万円

※１ 販売費のうち主なものは次の

とおりであります。

保管料・荷役料 1,546百万円

荷造費・運賃 907百万円

貸倒引当金繰入額 46百万円

 

※２ 一般管理費のうち主なものは

次のとおりであります。

給料諸手当 876百万円

従業員賞与 9百万円

賞与引当金繰入額 340百万円

厚生費 206百万円

退職給付費用 67百万円

旅費交通費 143百万円

研究費 50百万円

減価償却費 93百万円

※２ 一般管理費のうち主なものは

次のとおりであります。

給料諸手当 878百万円

従業員賞与 2百万円

賞与引当金繰入額 318百万円

役員退職慰労引当
金繰入額

8百万円

厚生費 204百万円

退職給付費用 55百万円

旅費交通費 147百万円

研究費 31百万円

減価償却費 98百万円

 

※２ 一般管理費のうち主なものは

次のとおりであります。

給料諸手当 1,746百万円

従業員賞与 279百万円

賞与引当金繰入額 346百万円

厚生費 425百万円

退職給付費用 145百万円

旅費交通費 287百万円

研究費 86百万円

減価償却費 198百万円

―
 
 
 
―

―
 
 
 

※４ 特別損失の減損損失は、当中

間連結会計期間において、当社

グループの以下の資産グループ

について計上したものでありま

す。

用途 種類 場所

遊休資産
土地  
建物

長野県   
塩尻市他

※３ 特別損失の投資有価証券評価 
    損は、時価等が著しく下落した有
  価証券について、評価減を行った
  ものであります。

―

     当社グループは、事業の種類

別セグメントを基準として資産

のグルーピングを行っています

が、遊休資産については独立し

たキャッシュフローを生み出す

単位としてそれぞれグルーピン

グしております。 

 上記の資産については、それ

ぞれ遊休状態にあり今後も使用

の目処が立っていないため、ま

た、継続的な地価下落等によ

り、当中間連結会計期間におい

て減損損失９百万円を計上いた

しました。 

 減損損失の内訳は、土地８百

万円、建物１百万円でありま

す。 

 回収可能価格については、正

味売却価格により測定してお

り、不動産鑑定評価額等により

算定しております。 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,556百万円

現金及び現金同等物 1,556百万円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,524百万円

現金及び現金同等物 1,524百万円

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,956百万円

現金及び現金同等物 1,956百万円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 リース物件の所有権が、借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

〈借主側〉

 リース物件の所有権が、借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

〈借主側〉

 リース物件の所有権が、借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

〈借主側〉

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

  〈その他の有形固定資産〉

取得価額相当額 994百万円

減価償却累計額 
相当額

478百万円

中間期末残高 
相当額

516百万円

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

  〈その他の有形固定資産〉

取得価額相当額 985百万円

減価償却累計額
相当額

545百万円

中間期末残高
相当額

440百万円

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

  〈その他の有形固定資産〉

取得価額相当額 977百万円

減価償却累計額 
相当額

513百万円

期末残高相当額 464百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 170百万円

 １年超 357百万円

 合計 528百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 174百万円

 １年超 279百万円

 合計 454百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

 １年内 166百万円

 １年超 305百万円

 合計 471百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 支払リース料 99百万円

 減価償却費 
 相当額

94百万円

 支払利息 
 相当額

6百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 支払リース料 95百万円

 減価償却費
 相当額

89百万円

 支払利息
 相当額

4百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 支払リース料 194百万円

減価償却費 
 相当額

184百万円

支払利息
 相当額

11百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価格を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

計 ― ― ―

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

 ①株式 2,170 2,926 755

 ②債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

 ③その他 4 5 1

計 2,175 2,931 756

内容
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  割引金融債 19

計 19

(2) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 56

計 56



当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

計 ― ― ―

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

 ①株式 2,114 3,536 1,422

 ②債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

 ③その他 4 6 1

計 2,118 3,543 1,424

内容
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  割引金融債 19

計 19

(2) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式 50

計 50



前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理の後の帳簿価額であります。 

なお、当連結会計年度において、減損処理を行い、投資有価証券評価損６百万円を計上しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもヘッジ会計を適

用しているため、該当事項はありません。 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

計 ― ― ―

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

 ①株式 2,170 3,195 1,024

 ②債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

 ③その他 4 5 1

計 2,175 3,200 1,025

内容
前連結会計年度末
(平成17年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

  割引金融債 19

計 19

(2) その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 50

計 50



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 当社グループの事業戦略に基づき、取扱商品、事業形態等を考慮して事業区分しています。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 繊維関連事業…繊維製品の卸売及び小売、原糸の卸売 

(2) 食品関連事業…農産物、水産物、食料品の卸売 

(3) 住・物資関連事業…金属製品、機械機器、電気製品、電子部品、建築資材、生活雑貨の卸売、建築工事の

施工、不動産賃貸、損害保険代理店業務、建築金物製造販売 

(4) 電子関連事業…コンデンサ、湿度センサ、環境機器、電気製品、電子部品の製造、組立、販売、測定機器

製造販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は687百万円であり、親会社本社の管

理および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 当社グループの事業戦略に基づき、取扱商品、事業形態等を考慮して事業区分しています。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 繊維関連事業…繊維製品の卸売及び小売、原糸の卸売 

(2) 食品関連事業…冷凍食品、水産物、農産物の輸出入及び国内販売 

(3) 住・物資関連事業…金属製品、機械機器、電気製品、建築資材、生活雑貨の卸売、建築工事の施工、不動

産賃貸、損害保険代理店業務、建築金物製造販売 

(4) 電子関連事業…コンデンサ、湿度センサ、環境機器、電気製品、電子部品の製造・組立・販売 

         測定機器製造販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は680百万円であり、親会社本社の管

理および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(3)④に記載のとおり、当中間連結会計期間か

ら一部の国内連結子会社の役員退職慰労金の計上方法を変更しております。この変更に伴ない、従来の方法

と比較して、当中間連結会計期間の営業費用が、住・物資関連事業で１百万円、電子関連事業で２百万円、

それぞれ減少し、消去又は全社で１百万円増加して、連結では２百万円の減少となる一方で、営業利益につ

きましては、住・物資関連事業で１百万円、電子関連事業で２百万円、それぞれ増加し、消去又は全社で１

百万円減少して、連結では２百万円の増加となります。 

繊維
関連事業 
(百万円)

食品 
関連事業 
(百万円)

住・物資
関連事業 
(百万円)

電子
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

7,808 7,702 4,344 5,079 24,936 ― 24,936

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― 6 484 490 (490) ―

計 7,808 7,702 4,351 5,563 25,427 (490) 24,936

  営業費用 7,619 6,687 4,313 5,312 23,933 184 24,118

  営業利益 189 1,015 37 251 1,493 (675) 818

繊維
関連事業 
(百万円)

食品 
関連事業 
(百万円)

住・物資
関連事業 
(百万円)

電子
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

7,385 9,453 3,654 3,542 24,035 ― 24,035

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― 7 0 7 (7) ―

計 7,385 9,453 3,661 3,542 24,042 (7) 24,035

  営業費用 7,209 8,391 3,637 3,428 22,666 599 23,266

  営業利益 176 1,061 24 113 1,376 (607) 768



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 当社グループの事業戦略に基づき、取扱商品、事業形態等を考慮して事業区分しています。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 繊維関連事業…繊維製品の卸売及び小売、原糸の卸売 

(2) 食品関連事業…冷凍食品、水産物、農産物の輸出入及び国内販売 

(3) 住・物資関連事業…金属製品、機械機器、電気製品、建築資材、生活雑貨の卸売、建築工事の施工、不動

産賃貸、損害保険代理店業務、建築金物製造販売 

(4) 電子関連事業…コンデンサ、湿度センサ、環境機器、電気製品、電子部品の製造・組立・販売 

         測定機器製造販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,280百万円であり、親会社本社の

管理および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

  

繊維
関連事業 
(百万円)

食品 
関連事業 
(百万円)

住・物資
関連事業 
(百万円)

電子
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

14,743 16,029 9,241 10,239 50,253 ― 50,253

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― 27 770 798 (798) ―

計 14,743 16,029 9,269 11,009 51,051 (798) 50,253

  営業費用 14,432 13,947 9,075 10,659 48,114 473 48,588

  営業利益 310 2,081 193 350 2,936 (1,271) 1,664



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア…シンガポール、マレーシア 

(2) 北米…米国 

(3) 中国…中国 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は687百万円であり、親会社本社の管

理および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア…シンガポール、マレーシア 

(2) 北米…米国 

(3) 中国…中国 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は680百万円であり、親会社本社の管

理および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(3)④に記載のとおり、当中間連結会計期間か

ら一部の国内連結子会社の役員退職慰労金の計上方法を変更しております。この変更に伴ない、従来の方法

と比較して、当中間連結会計期間の営業費用が、日本で３百万円減少し、消去又は全社で１百万円増加し

て、連結では２百万円の減少となる一方で、営業利益につきましては、日本で３百万円増加し、消去又は全

社で１百万円減少して、連結では２百万円の増加となります。 

  

日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

北米
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

23,248 320 707 660 24,936 ― 24,936

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

329 190 125 676 1,321 (1,321) ―

計 23,578 511 832 1,336 26,257 (1,321) 24,936

  営業費用 22,116 511 885 1,310 24,824 (705) 24,118

  営業利益又は
営業損失(△)

1,461 0 △53 25 1,433 (615) 818

日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

北米
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

22,570 249 706 508 24,035 ― 24,035

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

203 264 79 644 1,193 (1,193) ―

計 22,773 514 786 1,153 25,228 (1,193) 24,035

  営業費用 21,462 502 791 1,129 23,885 (618) 23,266

  営業利益又は
営業損失(△)

1,311 12 △4 24 1,343 (574) 768



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア…シンガポール、マレーシア 

(2) 北米…米国 

(3) 中国…中国 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,280百万円であり、親会社本社の

管理および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

  

日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

北米
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

47,133 664 1,386 1,068 50,253 ― 50,253

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

594 386 334 1,246 2,562 (2,562) ―

計 47,728 1,051 1,721 2,314 52,815 (2,562) 50,253

  営業費用 44,903 1,048 1,778 2,272 50,002 (1,413) 48,588

  営業利益又は 
  営業損失(△)

2,825 2 △57 42 2,813 (1,148) 1,664



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中国…中国 

(2) 東南アジア…シンガポール、マレーシア他 

(3) 北米…米国、カナダ 

(4) その他の地域…西欧他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中国…中国 

(2) 東南アジア…シンガポール、マレーシア他 

(3) 北米…米国、カナダ 

(4) その他の地域…西欧他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中国…中国 

(2) 東南アジア…シンガポール、マレーシア他 

(3) 北米…米国、カナダ 

(4) その他の地域…西欧他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

中国 東南アジア 北米 その他の地域 計

海外売上高(百万円) 1,201 882 659 156 2,900

連結売上高(百万円) 24,936

海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％)

4.8 3.5 2.6 0.6 11.6

中国 東南アジア 北米 その他の地域 計

海外売上高(百万円) 1,385 667 497 209 2,760

連結売上高(百万円) 24,035

海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％)

5.8 2.8 2.1 0.8 11.5

中国 東南アジア 北米 その他の地域 計

海外売上高(百万円) 2,661 1,531 1,256 366 5,816

連結売上高(百万円) 50,253

海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％)

5.3 3.0 2.5 0.7 11.5



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 105円04銭 １株当たり純資産額 128円98銭 １株当たり純資産額 117円29銭

 
１株当たり中間純利益 ８円56銭

 
１株当たり中間純利益 ９円88銭

 
１株当たり当期純利益 17円37銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の金額については、潜在

株式がないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の金額については、潜在

株式がないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

中間連結損益計算書上の中間純利

益

338百万円

普通株式に係る中間純利益

338百万円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

39,590,572株

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

中間連結損益計算書上の中間純利

益

390百万円

普通株式に係る中間純利益

390百万円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

39,583,411株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の当期純利益

687百万円

普通株式に係る当期純利益

687百万円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

39,589,042株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,163 1,222 1,418

 ２ 受取手形 1,223 444 561

 ３ 売掛金 5,529 6,102 5,394

 ４ 有価証券 19 19 19

 ５ たな卸資産 4,190 6,915 5,438

 ６ 繰延税金資産 184 175 203

 ７ 短期貸付金 334 440 290

 ８ その他の 
   流動資産

1,036 1,033 908

 ９ 貸倒引当金 △46 △46 △48

   流動資産合計 13,636 56.0 16,307 60.1 14,186 56.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※1,2 2,367 2,263 2,313

  (2) その他の 
    有形固定資産

※1,2 677 634 686

   有形固定資産計 3,044 2,898 2,999

 ２ 無形固定資産 29 27 28

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 2,985 3,586 3,244

  (2) 関係会社株式 3,780 3,765 3,765

  (3) 長期貸付金 221 114 233

  (4) 繰延税金資産 312 98 228

  (5) その他の投資 778 637 646

  (6) 貸倒引当金 △450 △283 △371

   投資その他の 
   資産計

7,629 7,919 7,747

   固定資産合計 10,703 44.0 10,844 39.9 10,776 43.2

Ⅲ 繰延資産 6 0.0 － － － －

  資産合計 24,345 100.0 27,152 100.0 24,962 100.0



前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※２ 1,281 1,329 1,273

 ２ 買掛金 ※２ 2,056 2,576 2,026

 ３ 短期借入金 ※２ 4,476 5,968 4,689

 ４ 一年以内に 
   返済予定の 
   長期借入金

※２ 2,410 1,953 2,531

 ５ 一年以内に 
   償還予定の社債

140 140 140

 ６ 未払法人税等 323 321 362

 ７ 預り金 2,396 2,221 2,427

 ８ 賞与引当金 292 256 288

 ９ その他の 
   流動負債

1,238 1,363 1,192

   流動負債合計 14,616 60.0 16,131 59.4 14,930 59.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 850 710 780

 ２ 長期借入金 ※２ 3,484 3,861 3,353

 ３ 未払役員退職 
   慰労金

－ 138 －

 ４ 退職給付引当金 1,224 1,273 1,341

 ５ その他の 
   固定負債

59 63 59

   固定負債合計 5,617 23.1 6,046 22.3 5,534 22.2

  負債合計 20,234 83.1 22,177 81.7 20,464 82.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,980 8.1 1,980 7.3 1,980 7.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 495 495 495

 ２ その他 
   資本剰余金

554 554 554

   資本剰余金合計 1,049 4.3 1,049 3.8 1,049 4.2

Ⅲ 利益剰余金

 １ 中間(当期) 
   未処分利益

638 1,110 867

   利益剰余金合計 638 2.6 1,110 4.1 867 3.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

445 1.9 839 3.1 603 2.4

Ⅴ 自己株式 △1 △0.0 △3 △0.0 △2 △0.0

  資本合計 4,111 16.9 4,974 18.3 4,497 18.0

  負債資本合計 24,345 100.0 27,152 100.0 24,962 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 18,704 100.0 19,877 100.0 37,449 100.0

Ⅱ 売上原価 14,865 79.5 16,131 81.2 29,796 79.6

   売上総利益 3,839 20.5 3,746 18.8 7,653 20.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※５ 3,077 16.4 3,136 15.7 6,240 16.6

   営業利益 762 4.1 610 3.1 1,413 3.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 249 1.3 295 1.4 396 1.1

Ⅴ 営業外費用 ※2,5 209 1.1 202 1.0 403 1.1

   経常利益 802 4.3 702 3.5 1,406 3.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 121 0.6 261 1.3 121 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４ 338 1.8 199 1.0 538 1.5

   税引前中間 
   (当期)純利益

586 3.1 765 3.8 990 2.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

346 330 565

   法人税等調整額 △108 238 1.2 △6 324 1.6 △152 413 1.1

   中間(当期) 
   純利益

348 1.9 440 2.2 577 1.5

   前期繰越利益 290 669 290

   中間(当期) 
   未処分利益

638 1,110 867



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 満期保有目的の債券

     償却原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 満期保有目的の債券

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 満期保有目的の債券

同左

  ② 子会社株式及び関連会社株

式

     移動平均法による原価法

  ② 子会社株式及び関連会社株

式

同左

  ② 子会社株式及び関連会社株

式

同左

  ③ その他有価証券

    時価のあるもの

     中間期末前１ヵ月の市場

価格の平均に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算

定しております。)

  ③ その他有価証券

    時価のあるもの

同左

  ③ その他有価証券

    時価のあるもの

     期末前１ヵ月の市場価格

の平均に基づく時価法(評

価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により、算定し

ております。)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

 (2) たな卸資産

  ① 評価基準：原価法

 (2) たな卸資産 

  ① 評価基準：同左

 (2) たな卸資産 

  ① 評価基準：同左

  ② 評価方法：

     個別法または移動平均法

  ② 評価方法：同左   ② 評価方法：同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   償却方法は本社ビルの建物

(建物附属設備を含む)について

は定額法、その他は定率法によ

っております。ただし、平成10

年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)について

は定額法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産及び長期前払費

用

   定額法によっております。た

だし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における

見込利用可能期間(５年)による

定額法によっております。

 (2) 無形固定資産及び長期前払費

用

同左

 (2) 無形固定資産及び長期前払費

用

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

  ① 一般債権

    貸倒実績率法によっており

ます。

  ② 貸倒懸念債権及び破産更生

債権

    個別に回収の可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支払に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

しております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支払に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当会計年度の負担額を計上して

おります。



前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。な

お、会計基準変更時差異(1,423

百万円)については、５年によ

る按分額を費用処理しておりま

す。

 (3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当事業年度末において

発生していると認められる額を

計上しております。なお、会計

基準変更時差異(1,423百万円)

については、５年による按分額

を費用処理しております。

 (4) 子会社投資損失引当金

子会社に対する投資につい

て、将来当社が負担する可能性

がある損失に備えるため、子会

社の財政状態および経営成績を

考慮して計上しております。な

お、中間貸借対照表において

は、当該引当金218百万円を関

係会社株式と相殺して表示して

おります。

 (4) 子会社投資損失引当金

子会社に対する投資につい

て、将来当社が負担する可能性

がある損失に備えるため、子会

社の財政状態および経営成績を

考慮して計上しております。な

お、中間貸借対照表において

は、当該引当金233百万円を関

係会社株式と相殺して表示して

おります。

 (4) 子会社投資損失引当金

子会社に対する投資につい

て、将来当社が負担する可能性

がある損失に備えるため、子会

社の財政状態および経営成績を

考慮して計上しております。な

お、貸借対照表においては、当

該引当金233百万円を関係会社

株式と相殺して表示しておりま

す。

４ リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っています。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、為替予約等が付さ

れている外貨建金銭債権債務等

については、振当処理を行って

おります。また、特例処理の要

件を満たしている金利スワップ

については、特例処理を行って

おります。

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   当中間事業年度にヘッジ会計

を適用しましたヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであり

ます。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   当事業年度にヘッジ会計を適

用しましたヘッジ手段とヘッジ

対象は以下のとおりでありま

す。

  ａ ヘッジ手段

     為替予約

    ヘッジ対象

     商品の輸出・輸入による

外貨建売上債権・外貨建買

入債務及び外貨建予定取引

  ａ ヘッジ手段

     為替予約

    ヘッジ対象

     商品の輸出・輸入による

外貨建売上債権・外貨建買

入債務及び外貨建予定取引

  ｂ ヘッジ手段 

     金利スワップ 

    ヘッジ対象 

     借入金

  ｂ ヘッジ手段 

     金利スワップ 

    ヘッジ対象 

     借入金



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (3) ヘッジ方針

   将来の為替及び金利の市場変

動リスクをヘッジする方針であ

り、投機的な取引及び短期的な

売買利益を得る目的でのデリバ

ティブ取引は行っておりませ

ん。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フロー

変動を直接結び付けて判定して

おります。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略して

おります。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (5) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

   ヘッジ取引の執行・管理につ

いては、取引権限等を定めた社

内規定に基づき、常務会の承認

を得て行っております。

 (5) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

 (5) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   税抜方式を採用しており、中

間期末残高は、仮払消費税等と

仮受消費税等を相殺して流動負

債の「その他の流動負債」に計

上しております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   税抜方式を採用しており、中

間期末残高は、仮払消費税等と

仮受消費税等を相殺して流動資

産の「その他の流動資産」に計

上しております。    

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   税抜方式を採用しています。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

― (固定資産の減損に係る会計基準)
 当中間会計期間より「固定資産の減
損に係る会計基準」(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成14年８月
９日))及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」(企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会計基
準適用指針第６号)を適用しておりま
す。これにより税引前中間純利益は36
百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、
改正後の中間財務諸表等規則に基づき
当該各資産の金額から直接控除してお
ります。 

―



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,618百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,488百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,662百万円

※２ 担保に供している資産と、簿

価及び対応債務は下記のとおり

であります。

※２ 担保に供している資産と、簿

価及び対応債務は下記のとおり

であります。

※２ 担保に供している資産と、簿

価及び対応債務は下記のとおり

であります。

 

   担保に供している資産

担保提供 
資産科目

金額 
(百万円)

建物 2,211

その他の 
有形固定資産

233

投資有価証券 114

合計 2,558

(上記のうち財団抵当254百万円)
 

   担保に供している資産

担保提供
資産科目

金額
(百万円)

建物 2,123

その他の 
有形固定資産

226

投資有価証券 144

合計 2,493

(上記のうち財団抵当233百万円)
 

   担保に供している資産

担保提供
資産科目

金額 
(百万円)

建物 2,163

その他の
有形固定資産

231

投資有価証券 114

合計 2,509

(上記のうち財団抵当244百万円)

 

   対応債務

科目
金額 
(百万円)

支払手形 328

買掛金 15

短期借入金 1,576

長期借入金 
(１年以内返済 
予定額を含む)

3,277

(上記のうち財団抵当4,240百万円)

 

   対応債務

科目
金額
(百万円)

支払手形 390

短期借入金 2,336

長期借入金 
(１年以内返済 
予定額を含む)

3,214

(上記のうち財団抵当4,980百万円)
 

   対応債務

科目
金額 
(百万円)

支払手形 328

買掛金 28

短期借入金 1,733

長期借入金
(１年以内返済 
予定額を含む)

3,208

(上記のうち財団抵当4,350百万円)

 
３ 受取手形割引高 1,548百万円

 上記のほか、弁済遡及義務のない

譲渡手形が1,822百万円あります。

 
３ 受取手形割引高 2,297百万円

 上記のほか、弁済遡及義務のない

譲渡手形が1,672百万円あります。

 
３ 受取手形割引高 2,096百万円

 上記のほか、弁済遡及義務がない

譲渡手形が2,100百万円あります。



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息・配当金 99百万円

賃貸料 82百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息・配当金 90百万円

賃貸料 76百万円

経営指導料 79百万円
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息・配当金 107百万円

賃貸料 159百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 135百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 130百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 256百万円

※３ 特別利益の主要項目

投資有価証券売却
益

121百万円

※３ 特別利益の主要項目

投資有価証券売却
益

261百万円

※３ 特別利益の主要項目

投資有価証券売却
益

121百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

退職給付会計基準 
変更時差異償却額

142百万円

子会社投資損失引
当金繰入額

70百万円

貸倒引当金繰入額 84百万円

   貸倒引当金繰入額は、子会社

に対する長期貸付金について繰

り入れたものであります。

 

 

※４ 特別損失の主要項目

役員退職慰労金 138百万円

固定資産売廃却損 24百万円

減損損失 36百万円

   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしまし

た。

用途 種類 場所

遊休資産
 
 

土地
建物

京都府
綾部市、
長野県
塩尻市他

   当社は、事業の種類別セグメ

ントを基準として資産のグルー

ピングを行っていますが、遊休

資産については独立したキャッ

シュフローを生み出す単位とし

てそれぞれグルーピングしてお

ります。

   上記の資産については、それ

ぞれ遊休状態にあり今後も使用

の目処が立っていないため、ま

た、継続的な地価下落等によ

り、当中間会計期間において減

損損失36百万円を計上いたしま

した。

   減損損失の内訳は、土地34百

万円、建物１百万円でありま

す。

   回収可能価格については、正

味売却価格により測定してお

り、不動産鑑定評価額等により

算定しております。

 

※４ 特別損失の主要項目

退職給付会計基準 
変更時差異償却額

284百万円

子会社投資損失 
引当金繰入額

85百万円

貸倒引当金繰入額 105百万円

   貸倒引当金繰入額は、子会社

に対する長期貸付金について繰

り入れたものであります。

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 86百万円

無形固定資産 3百万円

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 81百万円

無形固定資産 3百万円

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 186百万円

無形固定資産 7百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

〈借主側〉

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

〈借主側〉

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

〈借主側〉

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

  〈その他の有形固定資産〉

取得価額相当額 321百万円

減価償却累計額 
相当額

169百万円

中間期末残高 
相当額

152百万円

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

  〈その他の有形固定資産〉

取得価額相当額 300百万円

減価償却累計額
相当額

156百万円

中間期末残高
相当額

143百万円  

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

  〈その他の有形固定資産〉

取得価額相当額 290百万円

減価償却累計額 
相当額

154百万円

期末残高相当額 136百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 57百万円

 １年超 98百万円

 合計 155百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 55百万円

 １年超 90百万円

 合計 145百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

 １年内 52百万円

 １年超 83百万円

 合計 135百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 支払リース料 36百万円

 減価償却費 
 相当額

34百万円

 支払利息 
 相当額

1百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 支払リース料 30百万円

 減価償却費
 相当額

29百万円

 支払利息
 相当額

1百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 支払リース料 69百万円

減価償却費 
 相当額

67百万円

支払利息
 相当額

2百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

同左



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第137期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月21日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、神栄株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成17年12月20日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、神栄株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４ 会計処理基準に関する事項(3)④に記載されてい

るとおり、会社は役員退職慰労金に関する会計方針を連結子会社４社について、支出時の費用として処理す

る方法から内規に基づく中間連結会計期間末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更して

いる。 

また、会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎    寛    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月21日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第137期事業年度の中間会計期間(平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、神栄株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成17年12月20日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第138期事業年度の中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、神栄株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   黒  崎    寛    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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